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要旨 

本稿では、最近の物価上昇の動向を精査するために、消費者物価

指数の基礎統計である「小売物価統計調査」を用いて分析する。

分析の結果、価格改定頻度が食料を中心に幅広い品目で上昇して

いることがわかった。ただし、価格改定頻度があまり変化してい

ない品目も多く存在する。価格改定幅や価格差については、顕著

な変化はみられなかった。 

 
 早稲田大学政治経済学術院、教授。Email: kozo.ueda@waseda.jp。本稿は、総務省統計局

所管の「小売物価統計調査」の調査票情報を利用して独自に集計・分析を行ったものである。

ありうべき誤りはすべて筆者に帰する。 
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１．はじめに 

コロナ禍が収束してきた 2022 年頃から世界的に物価が上昇している。わが国でも

消費者物価指数は、前年比 2％を超える上昇を続けている。本稿では、物価上昇の詳

細を、消費者物価指数の基礎統計である「小売物価統計調査」を用いて分析する。 

小売物価統計調査を用いる利点は、大きく 2 つある。1 つめは、物価変動のより詳

細な情報、特に、価格改定頻度や価格改定幅、価格差を調べることが可能になる点で

ある。価格改定頻度や改定幅の変化をみることを通して、企業の価格設定行動の変化

が浮かび上がってくる可能性がある。また、価格改定頻度や価格改定幅は価格硬直性

の理由（メニューコストなど）を探るうえで、また価格差は社会厚生損失の大きさを

測るうえで、いずれも有用な変数と考えられる。 

2 つめは、小売物価統計調査と同じくミクロデータである POS データの多くと比

べて、財だけでなくサービスの価格（例：外食、理髪料）についても捕捉することが

できる点である。 

 

２．データの概要 

2.1 小売物価統計調査 

小売物価統計調査は、統計法に基づく基幹統計の一つである。消費者物価指数にお

いては、基本的に一品目（例：カップ麺、中華そば（外食））につき毎月一つの指数

が公表されるが、その裏では、調査員が全国 576 地区（店舗）での販売価格を調査し、

それを集計することで作られている。 

本稿では、これら各地区の価格を小売物価統計調査の調査票情報を用いて分析する。

小売物価統計調査を用いることで、物価変動のより詳細な情報、特に、価格改定頻度

や価格改定幅、価格差を調べることが可能になる。 

なお品目によっては、①調査地区が定められていない品目（例：ガソリン、水道工

事費）や、②全国または地方的に価格・料金が均一な品目（例：電気代、通信料、鉄

道運賃）、③小売物価統計を使わずウエブスクレイピングや POS データを使って価格
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を収集する品目（例：パソコン、航空運賃、宿泊料）がある。また、④家賃は別途の

取り扱いが必要になるほか、⑤価格変動が激しいため、毎月上・中・下旬の３旬に調

査が行われる品目（例：キャベツ）もある。本稿では、上記②～⑤は分析対象外とす

る。 

データ分析期間は、2012 年 9 月から 2023 年 4 月まででである。ただし、都道府県

調査品目（D 品目。例：水道料、大学授業料）は 2016 年 10 月以降である。 

 

2.2 変数の定義・計算方法 

主に以下の変数に着目する。 

第 1 は、物価水準である。まず品目・月毎に、地区（店舗）レベルで集計すること

で、単純平均価格を計算する。次に、2012 年 9 月を 1 と基準化して指数化する。 

第 2 は、価格改定頻度である。まず品目・月・地区（店舗）毎に、前月から価格改

定がされたか否かを記録する。価格改定判定の条件は、前月と当月に価格が調査され

ていること、価格差が 2 円以上であること、品目改訂や調査員の変更がないこと、そ

して、2014 年 4 月または 2019 年 10 月でないことである。最後の条件は、消費税率

引き上げの月を除くことを意味する。次に、品目・月毎に、価格改定がされた地区（店

舗）の割合を計算し、それを価格改定頻度と定義する。 

第 3 は、価格改定幅である。価格改定があったと判定されたときの価格改定幅（絶

対値）÷前月の価格を記録し、それを単純平均することで、品目・月毎に価格改定幅

を計算する。 

第 4 は、価格差である。品目・月・地区（店舗）毎の価格について、対数値を取っ

た後、地区（店舗）間のばらつきを標準偏差ないしは 75%分位点－25%分位点として

計算する。 

このようにして、消費者物価指数に対応した品目毎、そして、月毎に、物価水準、

価格改定頻度、価格改定幅、価格差を計算する。小売物価統計調査の品目は、消費者

物価指数の品目と基本的に 1 対 1 対応している。しかし、都道府県調査品目（D 品目）

では、小売物価統計調査の品目の方が多いケースがある（例：大学授業料における、
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国立大学，昼間部，法文経系，授業料や私立大学，昼間部，理工系，入学金）。この

場合は、小売物価統計調査の複数の品目について単純平均をとる。また、小売物価統

計調査にはあるが消費者物価指数にはない品目は、分析対象外とする。 

分析対象は 470 品目となり、消費者物価指数の調査品目全体（582 品目、2020 年基

準）と比べた本稿の分析対象品目の支出額でみたウエイトは約 6 割であった。 

 

３．主な結果 

3.1 物価水準 

まず、物価の動きを確認するために、図 1 に物価水準を時系列でプロットする。2012

年 9 月を 1 と基準化したうえで、品目毎の平均価格について、実線は 50％分位点を、

濃い赤のレンジは 25～75％分位点、薄いピンクのレンジは 10～90％分位点を示す（以

下のグラフでも同様）。幅広い品目で、2022 年頃から傾きが大きく、すなわち、物価

上昇率が高くなっていることがわかる。 

 

（図 1）物価水準の動き 

3.2 価格改定頻度 
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図 2 は、価格改定頻度の時系列変化をプロットしたものである。2022 年頃から全

体的に価格改定頻度が上がっているものの、その大きさはこの約 10 年の動きの中で

顕著に大きいとまではいえない。 

 

（図 2）価格改定頻度の動き 

 

ただし、価格改定頻度の変化は、品目により異なる。図 3 は、消費者物価指数の大

分類ごとに価格改定頻度をプロットしたものであるが、これをみると、特に食料、住

居で価格改定頻度が上昇していることがわかる。家具・家事用品でも上昇がみられる。 
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（図 3）価格改定頻度の動き（大分類） 

 

図 4～7 は、さらに細分化し、消費者物価指数の中分類ごとに価格改定頻度をプロ

ットしたものである。食料のうち特に穀類、乳卵類、菓子類で価格改定頻度が大きく

上昇しているほか、価格改定頻度の水準自体が低いものの、外食も 2022 年以降上昇

している様子が観察される。住居では設備修繕・維持（例：給湯器、水道工事費）、

家具・家事用品では家事用消耗品（例：ティッシュペーパー、台所用洗剤）、被服及

び履物では被服関連サービス（例：洗濯代）の価格改定頻度も上昇している。他方、

家庭用耐久財（例：電子レンジ）、寝具類、衣料など、価格改定頻度が目立って上昇

しているわけではないものも多い。なお、教養娯楽用耐久財については、2020 年基

準改定に伴い多くの品目（例：テレビ）が小売物価統計調査から POS データを使っ

た調査に切り替えられたことに留意する必要がある。本稿末尾に参考資料として品目

別の価格改定頻度を示す。 
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（図 4）価格改定頻度の動き（中分類①） 
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（図 5）価格改定頻度の動き（中分類②） 
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（図 6）価格改定頻度の動き（中分類③） 
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（図 7）価格改定頻度の動き（中分類④） 

3.3 価格改定幅 

図 8 は、価格改定幅の時系列変化をプロットしたものであるが、目立った変化は観

察されない。 
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（図 8）価格改定幅の動き 

3.4 価格差 

図 9、10 は、価格差の時系列変化をプロットしたものであるが、こちらも目立った

変化は観察されない。 
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（図 9）価格差（標準偏差）の動き 
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（図 10）価格差（75%－25％）の動き 

 

以 上 



 

14 

（参考図表） 

A. 価格改定頻度の動き（品目別） 

穀類 
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油脂・調味料 
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菓子類 
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調理食品 
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外食 
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設備修繕・維持 
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家庭用耐久財 
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家事用消耗品 
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自動車等関係費 
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衣料 
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教養娯楽用品 
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B. 価格改定幅の動き（大分類） 

 



 

26 

 

C. 価格差の動き（標準偏差、大分類） 
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